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【総 説】 

身体活動の促進に関する心理学研究の動向： 

行動変容のメカニズム，動機づけによる差異，環境要因の役割  
 

原田 和弘 1,2) 

1）日本学術振興会 2）早稲田大学スポーツ科学学術院 

 

【要約】本稿では，身体活動の促進に関する心理学の分野で，現在，研究が進んでいるテーマとして，1）

心理学の考え方を適用した介入によって身体活動が促進されるメカニズムの解明，2）動機づけの種類と

身体活動の促進との関連性，3）環境要因と身体活動の促進との関連性に関する研究の動向を概説した。 

身体活動介入のメカニズムに関する研究では，自己調整（身体活動の計画や目標設定，実施状況の記

録や評価などを自分で行うこと）を促す内容を介入に含めることが，身体活動を効果的に促進するうえ

で特に有効である可能性が示されている。動機づけに関する研究では，他者からの推奨や報酬，義務感

などによる外発的な動機づけよりも，楽しみ，挑戦，満足感などによる内発的な動機づけのほうが，身

体活動の促進に対して重要であることが示唆されている。環境要因に関する研究では，環境要因は，個

人要因と相互に作用して身体活動の実施に関与していることが報告され始めている。また，説得力のあ

る知見づくりや政策への働きかけを通じて，環境要因を変えることの実現可能性の向上を目指した研究

も進んでいる。 

今後は，個人の特性や環境に応じて，最も効果的な身体活動の促進方策を探る研究や，心理学の考え

方を用いた身体活動介入の普及可能性を検証する研究が期待される。 

Key words：行動変容，媒介変数，生態学モデル，自己決定理論 

 

１．緒   言 

 

2011 年に身体活動のトロント憲章 1) が採択さ

れたように，身体活動の促進は，公衆衛生上の世

界的課題の 1 つである。身体活動の効果的な促進

方策を構築するうえでは，心理学の考え方を適用

することが有効である 2)。心理学の古典理論の 1

つであるレヴィンの場の理論（人の行動は，人の

特性と環境の相互作用によって決まるとする理

論)3) を応用すれば，身体活動の促進に関する心理

学研究は，「身体活動の実施に関連する個人要因と

環境要因を同定し，身体活動を効果的に促進する

方策を提案・検証することを目指した研究」と整

理できる。 

身体活動の促進に関する心理学研究の報告数

や注目度は，1990 年頃から高まっている 2)。その

成果として，例えば，2012 年に発表された身体活

動実施の関連要因に関する総説は，既存の総説 22

編をまとめる形で執筆 4) されている。また，電 

話 5) や Web 介入 6)，プライマリケアでの介入 7)，

マスメディア 8) や地域キャンペーン介入 9) など，

さまざまな種類の身体活動介入に関するシステマ

ティックレビューを概観しても，それぞれのレビ

ューで採用されている各介入研究の60％以上で，

心理学理論・モデルに基づいて各介入プログラム

が開発されている。 

1990 年代から始まる当該研究の発展は，表 1 の

1990 年代からの主な心理学研究で採用されてき

た理論・モデルの推移 2) にあるように，主に，社

会的認知理論 10)（Social Cognitive Theory：特に中

心概念の自己効力感[Self-Efficacy]），行動変容ス

テージモデル（Transtheoretical Model)11)，計画的

行動理論（Theory of Planned Behavior)12) によって

牽引された。身体活動介入でも，これら 3 つの理

論・モデルが用いられていることが多く，これら

3 つの理論・モデルを用いた研究の成果は，他 

稿 13）でも解説されている。 

そこで現在では，これらの理論・モデルから得

られた知見を起点として，少なくとも次の 2 つの 
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方向性を指向する研究が進んでいる（図 1）。すな

わち 1 つ目の方向性は，これら 3 つの理論・モデ

ルを中心に，心理学の考え方の重要性自体は既に

定着済みであることから，次の段階として，心理

学の考え方を適用した介入により身体活動が促進

されるメカニズムを解明し，介入において特に重

要な理論・モデルや概念を探ることを目指した研

究である。また，2 つ目は，これら 3 つの理論・

モデルでは詳細に取り扱うことができないものの，

身体活動の促進方策を考えるうえで看過できない

内容を補うことを目指した研究である。具体的な

内容として，身体活動の促進に果たす動機づけの

種類や環境要因の役割が挙げられる。動機づけの

種類に関しては表 1 における自己決定理論（Self- 

Determination Theory)14) が，また，環境要因に関

しては，表 1 における生態学モデル（Ecological 

Model)15) がそれぞれ対応する理論・モデルである

(詳細は後述）。 

以上のことから，本稿では，身体活動の促進に

関する心理学の分野で，現在，特に研究が進んで

いるテーマとして，1）心理学の考え方を適用した

介入によって身体活動が促進されるメカニズムの

解明，2）動機づけの種類と身体活動の促進との関

連性，3）環境要因と身体活動の促進との関連性に

関する研究の動向を概説する。また，その内容を

踏まえて，今後，身体活動の促進に関する心理学

研究に期待されるテーマを提案する。 

なお，当該研究における，理論・モデルの基本

的な考え方 16) や，方法論に関する推移と展望 2)

に関しては，他稿を参照されたい。 

 

２．介入による身体活動促進のメカニズムの

解明に関する研究の動向―どのような種類

の心理学理論・モデルや概念に注目するこ

とが，身体活動介入において特に有効かを

探る― 

 

社会的認知理論，行動変容ステージモデル，計

画的行動理論を中心に，現在は，具体的にどのよ

うな種類の心理学理論・モデルを活用することが，

あるいは，どのような種類の構成概念を標的とす

ることが，身体活動介入において，特に効果的で

あるのかを探る研究が進んでいる 4,17)。これらを

取り扱う研究では，介入と身体活動の変化との間

の媒介要因（Mediator）を抽出する分析が行われ

ている。媒介要因の分析では，主に，1）介入によ

って媒介要因が変わったかどうか，2）媒介要因の

変化が身体活動量の変化を導いたかどうか，かつ，

3）介入と身体活動量の変化との関係は媒介要因の

影響を調整すると弱まるかどうかの 3 つの観点か

ら分析される（図 2)18)。 

2010 年に発表された身体活動介入の媒介要因

に関する総説 17) では，27編の介入研究を対象に，

1）心理学理論・モデルと，2）各心理学理論・モ

デルの具体的な構成概念という 2 つの観点から，

身体活動介入の媒介要因に関する知見を整理して

いる。その結果，心理学理論・モデルに関しては，

図 2 

 

表 1 主要 10 誌上※の身体活動の促進に関する 

心理学研究で用いられている心理学理論・ 

モデルの推移 2) 

  1990～1999年 
 

2000～2008年 

  n % 
 

n % 

社会的認知理論 16 32.7 
 

47 14.0 

行動変容ステージモデル 8 16.3 
 

27 8.1 

計画的行動理論 6 12.2 
 

24 7.2 

自己決定理論 0 0.0 
 

24 7.2 

生態学モデル 0 0.0 
 

116 34.6 

複数の理論・モデル 8 16.3 
 

69 20.6 

その他 11 22.4 
 

28 8.4 

数値は論文数を表す 
※American Journal of Preventive Medicine, Annals of 

Behavioral Medicine, Health Psychology, International 

Journal of Behavioural Nutrition and Physical Activity, 

Journal of Physical Activity and Health, Journal of Sport 

and Exercise Psychology, Medicine and Science in Sport 

and Exercise, Preventive Medicine, Psychology of Sport 

and Exercise, Research Quarterly in Exercise and Sport 

 

社会的認知理論
行動変容ステージモデル

計画的行動理論
に基づく研究

介入が身体活動の促進を
もたらすメカニズムの検証

（媒介要因）

環境要因と
身体活動との関連性の検証

（生態学モデル）

動機づけの種類と
身体活動との関連性の検証

（自己決定理論）

これらのうち
介入で特に

重要な概念は？

これらでは
取り扱えないものの
重要な概念は？

 

図 1 身体活動の促進に関する心理学研究の展開 
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具体的にどの理論・モデルが，媒介要因として効

果的であるかを判断できるエビデンスが不足して

いると結論付けている。一方，構成概念に関して

は，自己効力感／行動統制感（ Self-Efficacy/ 

Perceived Behavioral Control：自分は身体活動を継

続できるという見込み感を持つこと），結果期待

(Outcome Expectancy：身体活動によって得られる

効果を多く感じること），自己調整（Self-Regula- 

tion：身体活動の計画や目標設定，実施状況の記

録と評価などを自分で行うこと），社会的要因

(Social Constructs：身体活動を行うことへの周り

からの支援や，社会的プレッシャーなど）の 4 つ

の要素のうち，自己調整のみが，媒介要因として

のエビデンスがある 17) としている。 

この総説の発表と並行して，現在も介入と身体

活動促進との間の媒介要因を探る研究が進んでい

る。これらの研究では，障壁を乗り越える計画を

立てること 19)，具体的な実施計画を立てること 20)，

行動的スキルを持つこと 21-23)，身体活動による快

感情を得ること 21) が，媒介要因となることが報告

されている。一方，行動意図 19,20)，自己効力感 19-23)，

社会的支援 20,21)，結果期待 20,21)，認知的スキル 21-23)，

意思決定バランス（恩恵と負担の認知)21-23)，楽し

さ 21) は，媒介要因となるとはいえない結果が得ら

れている。したがって，概念間の用語の差異はあ

るものの，快感情以外は，総説 17) と同様に自己調

整の重要性をこれらの研究も支持するものである。 

なお，自己効力感は，身体活動の関連要因とし

て，最も知られている概念の 1 つである 4)。しか

し，上述のように，自己効力感が介入と身体活動

促進との間の媒介要因であることは，支持されな

い場合が多い。また，介入の媒介要因以外の枠組

みにおける研究でも，自己効力感と自己調整とを

比較した場合，自己調整のほうが，身体活動の実

施と強く関与することが確認されている 24-26)。 

加えて，心理学理論・モデルや構成概念の次元

からだけではなく，具体的な行動変容技法の次元

から，効果的な媒介要因を探る試みも行われてい

る。例えば，26 種類の行動変容技法 27) のうち，

具体的にどのような種類の技法が，身体活動の促

進および食行動改善において効果的であるかをメ

タ分析する研究 28) が行われている。 この研究で

は，セルフ・モニタリング（Self-Monitoring：実

施状況を自分で確認すること）を行うことに加え

て，4 つの自己調整に関する技法（意図を形成す

ること，具体的な目標設定を行うこと，行動のフ

ィードバックを行うこと，目標の達成状況を確認

すること）のうち少なくとも 1 つを行うことが，

身体活動の促進や食行動の改善に重要であること

が示唆 28) されている。 

 

３．動機づけの種類と身体活動の促進に関す

る研究の動向―身体活動の促進に効果的

な動機づけの内容を探る― 

 

「健康のため」「楽しいから」「周りの人が勧める

から」など，身体活動への動機づけの種類によっ

て，身体活動の促進に与える影響はそれぞれ異な

ることが想定される。しかし，1990 年代に注目さ

れてきた主な心理学理論・モデル（社会的認知理

論，行動変容ステージモデル，計画的行動理論）

は，身体活動に対する動機づけの種類を区別する

ことに主眼を当てたものではなかった。そこで，

主に 2000 年代以降，動機づけの種類を区別して身

体活動の促進方策を構築することを目指した研究

も注目されている。 

動機づけの種類に関する研究で最も適用され

てきた考え方は，動機づけにおける自己決定（Self- 

Determination）の程度が高くなるほど，身体活動

の促進に強く影響しているだろうという考え方で

ある。この考え方は，動機づけに関する主要な心

理学理論・モデルの 1 つである，自己決定理論 15)

に基づいている。自己決定理論では，動機づけを，

非動機づけ（Amotivation：動機づけ自体がない状

態），外発的動機づけ（Extrinsic Motivation：身体

活動が他の目的達成の手段である状態），内発的動

機づけ（Intrinsic Motivation：身体活動自体[楽し

みや満足感等]が目的となっている状態）の 3 つに

区分し，内発的動機づけが，最も自己決定の高い

動機づけと位置付けている 29)。また外発的動機づ

けの中には，外的調整（External Regulation：報酬

や他者の推奨など外的な力からくる動機づけ），取

心理学に
基づく介入

身体活動量
の変化

媒介要因

介入と身体活動量の変化との
関係は、媒介要因の影響を
調整すると弱まるか？

介入によって
媒介要因が
変わったか？

媒介要因の変化が
身体活動量の変化
を導いたか？

 

図 2 身体活動介入の媒介要因の考え方 18） 
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環境要因と身体活動
の促進に関する研究
の急速な発展

環境要因と身体活動との
関連性の複雑さの整理

（内容や評価法による差異、
人々の特性による差異）

環境要因を変える
働きかけの実現化

（説得力の高い知見の産出、
政策づくりへの関与）

環境を変える方策
は大掛かり？

両者は複雑に
関連してる？

 

 

図 4 環境要因と身体活動の促進に関する研究の方向性 

り入れ的調整（Introjected Regulation：身体活動に

対する義務感からくる動機づけ），同一視的調整

(Identified Regulation：自分にとって身体活動が必

要だと感じることからくる動機づけ），統合的調整

(Integrated Regulation：自分の価値観やアイデンテ

ィティと合致していることからくる動機づけ）の

4 種類があるとされ，この順で自己決定の程度が

高くなると想定されている（図 3）。2012 年に発表

された総説 30) によれば，自己決定の程度が高い動

機づけほど，身体活動の促進と強く関与している

ことが，観察研究および介入研究で確認されてい

る。 

 自己決定の高さ以外の観点からも，動機づけの

種類と身体活動促進との関連性を検証する研究も

行われている。2012 年の総説 30) では，楽しさや

挑戦などの内発的な要因を身体活動の目的とする

ことが，身体活動の促進に効果的であることが示

唆されている。一方，健康・体力づくりや，体重

減少を身体活動の目的とすることに関しては，身

体活動の促進に効果的であるかは不明であると指

摘されている 30)。また，自己決定理論の枠組み以

外でも，動機づけの種類と身体活動との関連性を

探る研究も行われている。例えば，身体的な健康

への効果よりも，心理面への効果を期待すること

のほうが，身体活動の実施に強く関与しているこ

と 31) や，健康増進や体重減少よりも，生活の質の

向上を運動の目標としている者のほうが，運動の

実施量が多いこと 32) が示されている。しかし一方

で，心理的恩恵や社会的恩恵を期待するよりも，

身体的な健康を期待することのほうが，身体活動

の実施と関連していると報告する研究もある 33)。

健康を目的とした動機づけの重要性に関する知見

が，研究間で一致しない理由の 1 つとして，人に

よって健康の解釈が多様であるため，健康という

動機づけの自己決定の高さも人によって異なるた

めである可能性が指摘 30) されている。 

 

４．環境要因と身体活動の促進に関する研究

の動向―環境要因と身体活動との関連性の

複雑さの整理と，環境要因への働きかけの

実現化の探索― 

 

1990 年代は個人要因を重視する考え方が主流

であったが，生態学モデルを理論的背景として，

2000 年代以降，環境要因に関する研究が急速に発

展 2) した。その結果，身体活動促進のポピュレー

ション・アプローチとしての環境要因の重要性に

対するコンセンサスが得られるようになった。生

態学モデル 14) は，個人要因（基本属性，心理的要

因など）だけではなく，環境要因（社会的，物理

的，政策的など）を重視し，身体活動には，これ

らさまざまな次元の要因が複合的に関与している

と想定するモデルである。2012 年に発表された総

説 4) でも，多くの身体活動の関連要因のうち，社

会規範や交通網の整備などの環境要因の重要性が

強調されている。現在，環境要因が重視される理

由は，個人要因と比較して，多くの人々の身体活

動に，長期間，影響を与えると考えられている点

に集約される。 

現在は，身体活動と環境要因との関連性に関す

る研究には，少なくとも，2 つの方向性があると

考えられる（図 4）。1 つ目は，身体活動と環境要

因の関連性の複雑さを整理しようとする方向性で

統合的調整
（アイデンティティの一部だから、
価値観に合っているからなど）

内発的調整
（身体活動自体が楽しいから、
満足感が得られるからなど）

同一視的調整
（必要なことだから、

優先順位が高いことだからなど）

取り入れ的調整
（義務感があるから、

やらないことに罪悪感があるからなど）

外的調整
（他の人が勧めるから、
報酬がもらえるからなど）

無調整
（やろうと思わない、

やってもどうしようもないなど）

内発的動機づけ
（身体活動自体が目的
となっている状態）

外発的動機づけ
（身体活動が目的達成の
手段となっている状態）

非動機づけ
（動機づけが無い状態）

高い

低い

自
己
決
定
の
程
度

 

図 3 自己決定の高さに基づく身体活動に対する動機

づけの種類（Ryan & Deci 29) を基に作成） 



 

 

運動疫学研究 2013; 15(1): 8-16. http://jaee.umin.jp/REE.html 

12 

ある。これまでの研究により，身体活動の場面や

種類（例：歩行の目的 34,35)，筋力トレーニング 36)），

環境要因の評価法（例：客観的な環境自体と，環

境要因に対する人々の認知[気づき]37)），人々の基

本属性（例：年代 38)，運転免許の有無 39)，BMI

の状態 40)）などによって，身体活動と環境要因と

の関連性はそれぞれ異なることが示唆されている。 

加えて，身体活動と環境要因の関連性の複雑さ

には，心理的要因も関与していることも明らかに

されつつある。心理的要因と環境要因との相互作

用に関する研究は，この研究領域の理論的基盤で

ある生態学モデルでも想定 14) されている。これま

での研究で，都市居住者の身体活動と，農村居住

者の身体活動とでは，関連する心理社会的要因が

異なること 41)，施設へのアクセスが良いことは，

自己効力感が高い者の身体活動よりも，自己効力

感が低い者の身体活動に強く関与しているこ 

と 42)，歩きやすい環境は，心理社会的に低い状態

にいる者の身体活動と強く関与していること 43)，

歩きやすい環境と歩行実施との関連性は個人の性

格によって異なること 44)，身体活動に対する歩き

やすい環境と自己効力感の相互作用には性差や

BMI が関与していること 45)，阻害要因を強く認知

している群においては，近隣の景観が良いと認知

している者のほうが，景観が悪いと認知している

者よりも，身体活動量が少ないこと 46) などが報告

されている。相互作用の研究は緒に就いた段階で，

具体的な関係性は上述のとおり整理が難しい。た

だし，これまでの報告を総覧すれば，環境要因が

身体活動の促進に及ぼす影響は，人々の心理的特

性によって異なることが考えられる。また，身体

活動を始める段階と，続ける段階とでは，環境要

因と心理的要因の相対的な重要性が異なるのでな

いかという仮説も提案 47) されている。 

身体活動と環境要因との関連性に関する研究

のもう 1 つの方向性は，環境要因への働きかけの

実現可能性を高めることを目指した研究である。

生態学モデル（環境要因）に基づく研究は，他の

心理学理論・モデルと比較して，介入研究が限定

的 2) である。これは，施設や歩道の建設，交通網

の再整備など，環境要因自体を変える方策は大掛

かりなものが多く，土木や都市交通など多分野と

の協働が求められる 48) ためと考えられる。そこで

現在は，環境要因の重要性に関する説得力の高い

知見を産出することを目的として，各国で共通／

独自に重要な環境要因を抽出 49) する国際比較研

究や，歩道整備 50) や交通機関導入 51) 前後の近隣

住民の身体活動量を比較することで因果関係を強

める研究が進んでいる。また，政策への働きかけ

を目指し，政策決定者が環境要因をどのように認

識しているのかを探ったり 52)，身体活動政策を評

価し，政策決定者の政策決定を促す支援介入 53)

を行ったりする試みも始まっている。 

 身体活動の促進と環境要因に関する研究の動向

の詳細は，他稿も参照されたい 47,48,54)。 

 

５．まとめと今後の展望 

 

 以上，本稿で概説した心理学研究の動向をまと

めると，身体活動介入のメカニズムに関する研究

では，自己調整を促す内容を介入に含めることが，

身体活動を効果的に促進するうえで特に有効であ

る可能性が示されている。動機づけに関する研究

では，他者からの推奨や報酬，義務感などによる

外発的な動機づけよりも，楽しみ，挑戦，満足感

などによる内発的な動機づけのほうが，身体活動

の促進に対して重要であることが示唆されている。

環境要因に関する研究では，環境要因は，個人要

因と相互に作用して身体活動の実施に関与してい

ることが報告され始めている。また，環境要因へ

の働きかけの実現可能性の向上を目指した研究も

進んでいる。 

 最後に，今後期待される研究課題について提案

する。なお，研究デザインの改良に関する今後の

期待に関しては他稿 2) に詳しいため，本稿では割

愛する。今後の研究課題として，少なくとも次の

2 つの課題が挙げられる。1 点目は，個人の特性や

環境に応じて，最も効果的な身体活動の促進方策

を探る研究である。現在進んでいる研究によれば，

生態学モデルの想定 14) どおり，個人要因と環境要

因は相互に作用して，身体活動に関与している。

また，媒介要因の同定により効果的な介入内容を

探る研究が進む一方で，同じ内容の介入でも，人々

の特徴によって，身体活動の促進効果が異なるこ

とも明らかとなっている 55)。これらを踏まえれば，

効果的な身体活動の促進方策はすべての人々に共

通ではなく，むしろ，人々の特性や，人々の置か

れている環境によって，効果的な内容（例：身体

活動の種類や場面，媒介要因，動機づけ）はそれ

ぞれ異なると予想される。一方，これまで身体活

動分野で適用されてきた心理学理論・モデルでは，

生態学モデルにおける環境要因と個人要因の相互
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作用が想定 14) されている他に，行動変容ステージ

モデルや，Health Action Process Approach56) で，

人々の意図や行動レベルによって効果的な促進方

策が異なるという考え方が提唱さているのみであ

る。そのため，人々の特性や環境に応じた身体活

動の促進方策を整理するには，新たな心理学理

論・モデルの構築が求められるかもしれない。 

また，今後期待される研究の 2 点目は，心理学

の考え方に基づく身体活動介入の普及可能性の検

討である。心理学の考え方を採用した身体活動介

入が公衆衛生上有用であることを裏付けるには，

介入が地域・組織など対象集団の差異によらず提

供可能であり，かつ，どの集団でも同等の効果が

得られることを検証する必要がある 57)。研究で得

られた介入成果が，実社会でどの程度実現可能な

ものであるのかを検証する枠組みとして，RE- 

AIM58) が有名である。RE-AIM は，Reach（対象集

団のうち介入が届いた者の割合と特性），Effec- 

tiveness（介入が届いた者における効果），Adoption 

（介入を採用した組織の割合と特性），Implemen- 

tation（採用組織で提供された介入内容の質），

Maintenance（採用組織および介入が届いた者の継

続状況）の 5 つの観点から，介入成果の普及可能

性を評価する枠組みのことである。RE-AIM に基

づく総説 57) によれば，従来の心理学の考え方に基

づく身体活動介入に関する研究では，介入成果の

普及可能性に関する観点は重視されてこなかった。

今後は，どのような種類の身体活動介入が，普及

可能性が高い介入なのかといった観点や，どうし

たら心理学の考え方を用いた身体活動介入の普及

可能性が高まるのかといった観点から，研究が進

展していくことが期待される。 
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【Review Article】 

 

Trends in Psychological Research for Physical Activity Promotion:  

Mechanisms of Behavioral Change, Motivational Differences,  

and Roles of Environmental Factors 
 

Kazuhiro Harada
 1,2)

 

 

Abstract 

The purpose of this article is to review some current topics in the research of psychology for physical activity 

promotion: 1) psychological mechanisms of physical activity behavioral changes through interventions, 2) roles 

of environmental factors in physical activity promotion, and 3) associations of motivational factors with 

physical activity participation.  

According to recent studies regarding psychological mechanisms, enhancing self-regulation (self-planning, 

goal-setting, self-monitoring, and self-evaluation) appears to be important in promoting physical activity during 

interventions. Motivational studies indicate that intrinsic motivations (e.g., enjoyment, challenge, and 

satisfaction) are more closely associated with physical activity participations than extrinsic motivations (e.g., 

recommendations and rewards from others, or perceived obligation). Environmental studies have begun to 

identify the interactions between environmental and personal factors in predicting physical activity, and to 

strengthen the evidence for the environmental influences on physical activity. Also, policy research has been 

conducted in order to improve the feasibility of changing environmental factors.  

Further studies examining effective physical activity promotion strategies optimized by personal and 

environmental factors, and studies confirming feasibility of disseminating psychology-based physical activity 

interventions are recommended. 

 

Key words: behavioral change, mediator, ecological model, self-determination theory 
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